
京都大学再エネ講座の月例研究会前特別講座

木質バイオマス発電の現状と課題

末松 広行



エネルギー種 農林水産関係 備考

太陽光発電

メガソーラー 林地開発等

ため池利用ソーラー 土地改良区等

ソーラーシェアリング 農地法

風力発電

地上（農地） 農地法等

地上（山林） 林地開発等

洋上（沿岸） 漁業法

洋上（沖合） 漁業法

バイオマス

木質バイオマス 林業政策

その他バイオマス（農業残渣・
鶏糞等）

メタン発酵 酪農政策

再生可能エネルギーと農林水産業・農山漁村①
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エネルギー種 農林水産関係 備考

水力発電 農業用水の利用 土地改良区等

地熱発電

太陽熱利用

雪氷熱利用

温度差利用

波力発電 海洋利用 漁業との調整

潮汐発電 海洋利用 漁業との調整

潮流発電 海洋利用 漁業との調整

海洋温度差発電 海洋利用 漁業との調整

再生可能エネルギーと農林水産業・農山漁村②
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○ 我が国は世界有数の森林国で、国土の約３分の２が森林。

○ 森林資源は人工林を中心に蓄積が増加し、近年は毎年約６,000万㎥ずつ増加。

○ 人工林の半数が51年生以上となり主伐期を迎えつつある中、「伐って、使って、植える」
という持続可能な森林経営のサイクルを構築することが必須。

■ 森林蓄積の推移

森林資源について

■ 人工林の齢級別面積

資料：林野庁「森林資源の現況」（平成29年3月31日現在）

注：齢級（人工林）は、林齢を５年の幅でくくった単位。
苗木を植栽した年を１年生として、1～5年生を「１齢級」と数える。

(齢級)
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○ 我が国の木材供給量は8,000万㎥程度で、うち国産材は3,000万㎥程度。

○ 木材自給率は、2002年の18.8％を底に10年連続上昇傾向で推移し、2020年は41.8％。

資料：林野庁「木材需給表」

■ 木材の供給量/木材自給率の推移

自給率の推移等
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木材のどこで発電するのか

A材 B材 C･D材

木質バイオマス
利用施設

製材端材

“適材適所”
利用

低

高

一般的な
取引価格

地域における
様々な需要先
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ＦＩＴ制度・ＦＩＰ制度について

8



ＦＩＴ/ＦＩＰ価格について

電源 規模 2021年～

バイオマス発電
（未利用材）

2,000kW未満 40円

2,000kW以上 32円

バイオマス発電
（一般木材等）

10,000kW未満 24円

10,000kW以上 入札

バイオマス
（建設資材廃棄物）

全規模 13円

バイオマス
（一般廃棄物・その他）

全規模 17円

バイオマス液体燃料 全規模 入札

※ FIT価格は税を加えた額

電源 規模 2022年度 制度の対象

バイオマス発電 2,000kW未満 40円

10,000kw以上の新規認定は
FIP認定のみ。
50kw以上は事業者が希望す
ればFIP制度の選択が可能。

（未利用材） 2,000kW以上 32円

バイオマス発電 10,000kW未満 24円

（一般木材等） 10,000kW以上 入札

バイオマス
全規模 13円

（建設資材廃棄物）

バイオマス

全規模 17円
（一般廃棄物・その他）

バイオマス液体燃料 50kw以上 入札 FIP認定のみ。
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国内
割合 前年比

消費量

国産

木材チップ 8,601 33% 129%
木質ペレット 214 1% 132%
薪 52 0% 113%
木炭 55 0% 93%

小計 8,922 35% 129%

輸入

木材チップ 539 2% 100%
木質ペレット 2,600 10% 126%
薪 1 0% 100%
木炭 738 3% 88%

小計 3,878 15% 112%

国内
製材等残材 3,683 14% 98%
建設資材廃棄物 9,235 36% 103%

合計 25,718 100% 111%

■ 令和２年 燃料材消費量（単位：千m3）

【出典】木材チップ・木質ペレット（国産、輸入）：林野庁調べ、薪（国産、輸入）・木炭（国産、輸入）：木材需給表
製材等残材、建設資材廃棄物：木質バイオマスエネルギー利用動向調査（係数2.2で原木換算）

国産木材・輸入木材等の割合について

○ 令和２年に国内消費された燃料材は2,572万m3、うち、国産の森林由来の燃料は892
万m3（約35％）、輸入由来の燃料が388万m3（約15％）。
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○ 令和４年３月末現在、ＦＩＴの計画認定を受けた木質バイオマス発電施設は、443か所
の認定が有効であり、このうち183か所で稼働。

○ 主に未利用木材を使用する木質バイオマス発電施設は、243か所の認定が有効であ
り、このうち105か所で稼働（令和３年３月末から22か所の増加）。

※（）内は、RPSからFITへの移行認定分を含めた数値

資料：固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト（資源エネルギー庁）等を参考に作成。

（３）木質バイオマス利用の現状④

■ 木質バイオマス発電施設の認定状況（令和４年３月末時点）

未利用木材

（間伐材等）

小計 （2,000kW未満） （2,000kW以上）

243件 184件 59件 181件 9件 433件

(250件) (188件) (62件) (193件) (39件) (482件)

105件 59件 46件 73件 5件 183件

(112件) (63件) (49件) (85件) (35件) (232件)

うち

稼働中

計画

認定済

一般木質・農作物残

さ(輸入材、製材端

材等)

リサイクル材

（建築廃材）
計主な燃料

11



宿毛市

高知市

高知市

松山市

内子町 上富田町

平川市 八戸市(2件)青森県

土浦市大子町

北茨城市

東海村ひたちなか市

神栖市(3件)常陸太田市 神栖市

茨城県

那須塩原市那珂川町 壬生町栃木県

さいたま市春日部市埼玉県

武豊町(2件)半田市豊橋市 半田市愛知県

米原市 滋賀県

大東市 大阪府

大淀町

奈良県

酒田市

最上町鶴岡市 米沢市

長井市

新庄市

高畠町

山形県

新潟市 三条市新発田市 村上市 新潟県

射水市 富山県

長野市

安曇野市飯田市

東御市 塩尻市 長野県

高山市瑞穂市（2件）岐阜県

大野市 あわら市 敦賀市 福井県

鳥取市 境港市 鳥取県

松江市 江津市 島根県

伊万里市 佐賀県

川南町串間市

日向市日南市

日南市 宮崎県

都農町 高知県愛媛県

阿南市

小松島市

徳島県

津市 多気町松阪市 松阪市松阪市 四日市市三重県

舞鶴市 京都府

大月市山梨県

小山町（2件）静岡県

和歌山県

市原市千葉県

小川町

赤穂市 朝来市 兵庫県丹波市赤穂市

ＦＩＴ新規認定を受けた木質バイオマス発電施設の稼働状況

郡山市 会津若松市

相馬市

矢祭町西郷村福島県 田村市

いわき市

川崎市 横須賀市神奈川県 海老名市

静岡市

廿日市市広島市 呉市 広島県海田町

大牟田市(3件)

北九州市(2件)

筑前町

豊前市

福岡県

苅田町(2件)

北秋田市(2件)

潟上市 秋田市大仙市秋田県 大舘市(7件)

苫小牧市

紋別市

釧路市(2件)白糠町

網走市江別市

石狩市

室蘭市北斗市

下川町北海道

当別町

霧島市薩摩川内市

鹿児島市

枕崎市

鹿児島県

さつま町

南部町

佐伯市

大分市

日田市

豊後大野市 大分県

臼杵市 大分市

美咲町 真庭市新見市 笠岡市(2件) 岡山県真庭市

うるま市 沖縄県

宮古市花巻市

野田村一戸町

大船渡市岩手県 花巻市

紫波町

気仙沼市 石巻市仙台市

川崎町柴田町

角田市宮城県

大崎市

沼田市(2件)川場村 前橋市東吾妻町(3件)群馬県 渋川市

新宮市

新宮市

荒尾市(2件)

八代市南小国町 熊本県菊池市

岩国市 防府市 山口県下関市

色 区 分 基数

主に未利用木材（2,000kW未満） 59

主に未利用木材（2,000kW以上） 46

主に一般木質・農作物残さ 73

主にリサイクル材 5

合計 183
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○ 木質バイオマスのうち、製材工場等残材と建設発生木材は、製紙原料などとし
てほぼ利用済み。

○ 他方、間伐材等の林地残材の利用率は低位。

→木質バイオマスのエネルギー利用を進めるためには、林地残材の活用が不可欠。

（３）木質バイオマス利用の現状①

注１：林地残材の数値は各種統計資料等に基づき算出 （一部項目に推計値を含む）、注２：製材工場等残材の数値は木材流通構造調査の結果による
注３：建設発生木材の数値は建設副産物実態調査結果による、注４：製材工場等残材、林地残材については乾燥重量。建設発生木材については湿潤重量

■木質バイオマスの利用状況

林地残材

製材工場等残材

建設発生木材

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

利用量 発生量と利用量の差
（万ﾄﾝ）

（９％）

（95％）

（94％）

（13％）

H17

H27

（19％）

（90％）

（91％）

（89％）

H26

H20

H23

H24

H28

H28

（96％）H30

（98％）

（24％）H29

H30

H30 （26％）

R1 （29％）

製材工場残材等は
既にほぼ利用済み

令和７年の目標 30%以上（320万トン＝約800万m3）
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自己紹介
1983 東京大学法学部卒業
1983 農林水産省入省
1998 農林水産大臣秘書官
2000 農林水産省食品環境対策室長
2002 総理大臣官邸内閣参事官
2006 農林水産省大臣官房環境政策課長
2008 農林水産省大臣官房食料安全保障課長
2010 林野庁林政部長（平成22年）
2014 農林水産省関東農政局長
2015 農林水産省農村振興局長
2016 経済産業省産業技術環境局長
2018 農林水産事務次官（2020.8退官）
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○ 木質バイオマスの効率的かつ低コストの収集・運搬のため、路網の整備と高性能林
業機械を適切に組み合わせた作業システムの普及・定着を図るなどにより、林業全体の
生産性を高めていく必要。

〇 具体的な施業を想定しつつ、緩傾斜・中傾斜地には車両系、急傾斜地では架線系を
主体とする作業システムの導入を図る。

■ 高性能林業機械を使用した作業システムの例

森林作業道

車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

架
線
系
作
業
シ
ス
テ
ム

伐倒：チェーンソー 木寄せ：ウインチ
付きグラップル

造材：プロセッサ 集材：フォワーダ 運材：トラック

伐倒：チェーンソー 集材：タワーヤーダ又
はスイングヤーダ

造材：プロセッサ 運材：トラック

木材を掴み荷役を行う
枝払、玉切、木材
の集積を行う

玉切した木材を荷
台に積んで運ぶ

簡便に架線集材するため人工支柱※

を装備した自走可能な集材機

枝払、玉切、木材
の集積を行う

林業専用道

林道

林道

森林作業道 林業専用道

木質バイオマス発電の効率化には何か必要か

■ 路網のネットワーク
森林作業道：フォ
ワーダ等の林業
機械の走行を想
定した森林施業
用の道

林業専用道：大型の
林業用車両の走行
を想定した必要最
小限の構造の道

林道：一般車両の
走行も想定し安全
施設を備えた道
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過疎地域の取組市街地周辺の取組

・役場から半径１km以内に人口の約
８割が集中

・公共施設における熱需要量の約６
割を木質バイオマスでカバー

・H26年度の燃料削減額（重油と比
較）は、約1,900万円

木質バイオマスボイラー
（550kW×２基）

・人口約140人、高齢化率53％の集落
↓

・木質バイオマスエネルギーを活用し
た高齢化対応のモデルづくりを実施

木質バイオマスボイラー
（700kW他）

病院

小学校

役場庁舎 総合福祉センター

公民館 消防署

集合化住宅

定住化促進宿泊施設

住民センター

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ等

特用林産物栽培研究所

交流プラザ地域食堂

・林地残材、支障木等 ・約3,000トンの木質チップを製造
（H26年度実績）

原料 木質燃料製造施設

○ 北海道下川町では、町が主体となり、熱需要の大きな公共施設に、木質バイオマス ボイラーを
積極的に導入。

○ 11基の木質バイオマスボイラーから30の公共施設に熱（温水）を供給し、公共施設全体の熱エネ
ルギー需要量の約６割を木質バイオマスにより確保。

熱利用が大切（北海道下川町の事例）
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